










（1）権利擁護システムの強化・推進

　物理的な生活環境だけでなく、障害者に対する差別や権利侵害をなくし、人としての権

利が保障されるように障害者の権利擁護を推進します。
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①権利擁護の推進

　障害者の権利侵害に関する問題を処理する福祉オンブズマンの設置、公募制による

第三者機関の設置について当事者の参画を求めます。また、当事者のエンパワメント

を引き出す当事者活動の支援体制を強化します。さらに、これら権利擁護に関して、

障害者の権利行使を促す情報の提供を行います。

●福祉オンブズマンの設置　

●コンタクトパーソン導入の検討

●地域福祉権利擁護事業の推進

●成年後見制度の利用促進

●障害者１１０番の充実
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②権利擁護機関の連携・ネットワークの形成

　社会犯罪から障害者を保護するため、行政や学校、警察の連携強化を図ります。

●関係機関の連携強化
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③欠格条項の改善

　条例・規則などにおいて、障害があることを理由に資格・免許等の付与を制限する

欠格条項について、障害者の人権が損なわれることのないよう見直しを行います。

●欠格条項の見直し

（2）啓発広報活動の強化

　障害者が地域の中で生活するには、住民の「心のバリア」が大きな障壁となります。これら

を取り除き、障害者と地域住民が共生する社会を実現するため、障害者への理解を深める啓発・

広報活動や障害に対する福祉教育の実施、障害者と住民の交流機会の拡大を図ります。

①広報活動の推進

　障害に対する理解を深めるため、障害者の施設や活動状況等をテレビやラジオ、新聞など

のマスメディアをとおして広く県民に周知するとともに、民間企業やＮＰＯと連携したイベ

ントを開催するなど、計画的かつ効果的な広報啓発活動を推進します。

　また、観光で訪れる障害者に対しても、施設利用や様々な福祉サービスについての情報提

供を行います。

　更に、障害者が地域社会において安心して生活できるように、公共サービス従事者の障害

者に対する理解促進を図ります。

　なお、障害者の実態に即した施策の実現を図るため、障害者の生活実態や意識調査を実施

するとともに、公聴会を開催し、障害者の意向反映に努めます。

●広報啓発活動の充実

●情報提供の充実

●公共サービス従事者の障害者に対する理解促進

●福祉マークや耳マークなどシンボルマークの普及

●調査研究、公聴の強化

②福祉教育の推進

　幼児期から、障害者に対して偏見を持たない環境づくりに努めます。

　小・中学校、高等学校においても盲・ろう・養護学校との交流を促し、障害者への理解を

深める福祉教育を推進するとともに、学校卒業後も生涯学習の一環として福祉教育の充実に

努めます。また、これら福祉教育の各場面において、障害当事者を福祉教育の人材として養

成し、活用を図ります。

●就学前の環境形成

●学校教育における福祉教育

●一般福祉教育

●小・中学校、高等学校における総合的な学習の時間等の中での福祉に係る課題への対応

耳マーク 車いす使用者駐車場










